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☞経済性・環境性・社会性を総合的に考慮した‘持続可能な発展’ビジョンが台頭  

Ⅰ. 人類の持続可能な発展の新たなビジョンの台頭 

未来世代の力を減らさず、現在世代の欲求を充足させる  

人類の持続可能な発展・成長の新たなビジョン 

持続可能な発展 

 

経済効率中心 
エコ・経済効率 

(ESSD) 
社会・経済効率 

(貧困退治) + + 

* ESSD: Environmental Sound & Sustainable Development 

87 92 02 72 00 
[Our Common Future] [UN Global Compact] [Growth to Limit] 

[RIO Summit] [WSSD] 
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人類の持続可能な発展のために産業界は持続可能経営及び社会的責任活動を展開 

産業界のSD戦略手段 

 ⅡⅡ.. 持続可能な経営及び社会的責任活動 

[持続可能経営] [社会的責任活動] 

 ☞ ‘環境経営⇒社会的責任活動⇒持続可能経営’ の統合及び拡大 

 

経営理念 
(経営原則) 

  • 環境保全/資源節約 

• 環境にやさしい製品/サービス 

• エコ効率の改善 

環境 

  • 人材育成・従業員の満足 

• 社会的インフラの改善：社会貢献 

• 賄賂及び腐敗防止 

社会 

  • 支配構造 
• 資金の流れの透明性 

• 雇用拡大 

経済 

 

地 域 経 済 

成 長 

 サ プ ラ イ 

企 業 と 

共 生 経 営 

雇 用 拡 大 

人 的 資 源 

開 発 

人 権 

社 会 貢 献 
円 滑 な 

労 使 関 係 

企業の社会的責任の 
核心イシュー 

人的資本及び社会・経済資本の
開発 

企業の社会的責任の 
核心イシュー 

人的資本及び社会・経済資本の
開発 

社会的要求に対する企業の戦略的Engagement 活動 



  
. 5 ☞ 社会的責任活動の重要性を強調しているが、まだ‘初期段階’ 

 ⅢⅢ.. 韓国国内の主要イシュー及び現状 

用語の混在と適用範囲の混乱 用語の混在と適用範囲の混乱 

持続可能経営、環境経営、社会的責任活動／経営、

倫理経営等多様な用語の混在 

適用範囲：経済・環境/社会vs.環境・社会 vs.社会

（社会的責任 vs. 社会貢献) 

経営核心活動として認識、しかし、  
戦略的アプローチvs.規範的アプローチ  

経営核心活動として認識、しかし、  
戦略的アプローチvs.規範的アプローチ  

新たな競争ルールとして持続可能性及び社会的責

任を理解し、資源を戦略的に活用 

強制的基準として適用:一部社会団体及び学者 (⇒ 

教会や奉仕団体と企業の目的を同一視) 

定量的測定及び報告・検証の拡大  定量的測定及び報告・検証の拡大  

重要性、適合性等に関する評価指標の開発が増加 

第三者検証を前提とした環境・持続可能経営報告

書が増加 (約60社以上の企業, 2008) 

企業を中心に６大ステーク・ホルダーの
合意及びsupply chain強調 

企業を中心に６大ステーク・ホルダーの
合意及びsupply chain強調 

ISO 26000 国際基準の浮上で社会的責任活動に対する

企業と主要ステーク・ホルダーの合意の必要性が理解

される  

中小企業への拡大に関心：大中小企業 グリーン・パ

ートナーシップ、共生協力、CSR フォーラム等 

SRI 及び評価の拡散 SRI 及び評価の拡散 

金融機関において信頼性評価基準として受容 

メディアにおいて企業評価基準として広がる 

政府支援の検討  政府支援の検討  

持続可能経営総合施策（案）等 (2008) 

中小企業 CSRフォーラム運営(2007~) 
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企業の社会的責任活動において日本は先進国らしい先導的役割を果たしている。 

このような努力が持続可能な発展に役立つためには以下のような改善が必要 

 ⅣⅣ.. 日本に対する期待 

☞ 韓・日 or 韓・中・日産業界の社会的責任活動促進のための協力体制構築 

 企業の社会的責任活動のアプローチ方法などについての明確な立場が必要 

経済、環境、社会など非財務的活動に関する報告書の検証活動の 
 信頼性向上     

ISO 26000などでリーダー・シップの確保のために 6大ステークホルダーが合
意または協議した社会的責任活動のモデルの提示 
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社会的ニーズの観点から産業及び企業特性、内部的力量分析 

多様な社会的リスクを最小化するための戦略的社会的責任活動として  

 ‘持続可能な競争優位’の基盤の構築 

多様な社会的リスクを最小化するための戦略的社会的責任活動として  

 ‘持続可能な競争優位’の基盤の構築 

1 

2 主要ステークホルダー分析を基本に ‘選択と集中’ 

社会的観点から企業の信頼性評価基準に対する正確な認識と対応 3 

社会的責任  
活動 

•市場進出 
•許認可 
•ブランド 

+ =  

企業価値の向上 
+ 

持続可能な競争優位 
 

 

 ⅤⅤ.. おわりに 


